
 

国土強靱化 民間の取組事例 388  初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 02 役割やルールを決める 

388 火山噴火時の経験を取り込んだ事業継続計画の策定 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

京セラ株式会社 鹿児島国分工場 
【平成 29 年】 

4130001000049 その他事業者 
【製造業】 

鹿児島県 

 京セラ株式会社鹿児島国分工場は、従業員 4,500 人を抱え、電子

部品を製造する同社の国内最大規模工場であり、霧島山、桜島等、

国内有数の火山地帯に立地しているため、噴火災害の危機対応が

事業継続上の重要課題となっている。同社では、新燃岳が噴火し

た際の経験を基に、本社、近隣事業所と連携して噴火警戒レベル

毎の対応ルール等、方針の見直しを行った。 

 平成 23 年 1 月の新燃岳噴火時、気象庁は噴火警戒レベル３と公

表した。同社指針では情報収集に止まるレベルだが、地域の道路

は封鎖され、工場への影響が懸念された。そこで同社はレベルを

一段階上げ災害対策本部を設置し、事業継続への活動を行った。 

 噴火災害は地震災害と異なり噴火による影響が長期化し、風向き

によって影響範囲が刻々と変わるため、通常業務へ戻すタイミングが難しく、噴火情報の収集とそ

の情報に応じた対応が必要となる。新燃岳噴火時、同社は火山灰を回収するためにショベルローダ

ーをリースし、建屋に火山灰が侵入しないよう扉の隙間にクッションを取り付ける等の対応を行い、

通常業務を維持し続けた経験から、噴火時に必要な備品やその運用に係る準備を追加した。 

 

 

▲平成 23 年新燃岳噴火 
鹿児島国分工場 

本館屋上より撮影 


